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研究の概要（４行以内） 
長寿社会と経済格差の関係に焦点を当て、長寿社会に起因する経済格差の発生メカニズム、

経済格差が長寿社会での人々の暮らしや働き方、健康、社会経済の諸制度・政策、消費行動・
生産行動、資産形成、結婚、出産などの家族形成、保育・教育などの次世代育成などに与える
影響について、家計を追跡するパネルデータの構築・解析を通じて多角的に研究する。 

研 究 分 野：社会科学、経済学 
キ ー ワ ー ド：長寿社会、世代間移転、経済格差、パネルデータ、 

エビデンス・ベースド・ポリシー 

１．研究開始当初の背景 
研究代表者らは、これまでの研究プロジェク
トで「日本家計パネル調査」などの家計パネ
ルデータの構築を進め、市場の高質化や経済
格差などについて多角的な研究を進めてき
た。その研究成果から浮き彫りになってきた
ことが、貧困や所得格差、世代間格差といっ
た格差問題の多くが長寿社会という環境と
の関係で研究することの重要性である。長寿
社会が進むとともに、過去の成果、あるいは
親世代からの継承が機会の均等を難しくす
るのではないか。 
 
２．研究の目的 
本研究では、経済格差の動学研究という従来
の研究課題を、長寿社会との関係に焦点を当
てる形で発展・深化させることを目的とする。
さらに、長寿社会と経済格差の関係を多角的
に解明するため、研究代表者らが長きに渡り
構築してきた「日本家計パネル調査」などの
家計パネルデータを設計・解析するとともに、
長寿社会における経済格差研究に適した調
査内容になるよう、調査設計を従来から大き
く変え、新たな研究リソースとする。具体的
には、①「家族票」の新設による調査対象者
の同居家族全員の情報の収集、②調査対象者
の成人の子どもへの新規調査「第二世代調
査」の実施、③基本項目・モジュール項目か
らなる調査項目の策定を試みる。 
 
３．研究の方法 
本研究では、5つの研究班を置き、経済格差

のダイナミズムを解明し、公平性と効率性の
双方の視点から政策含意を導出する、という
共通の目標を掲げる。この共通目標に向かっ
て、相互に研究基盤を整備するとともに、各
研究班の研究成果を共有し、新たな研究につ
なげることで、学術的知見や政策含意の導出
を進める。5つの研究班と各班の具体的な研
究目的は以下のとおりである。 
1) ワークライフバランス班：労働供給制約
への対応と就業・健康・貧困問題の動学分析 
2) 次世代育成班：長寿社会における教育を
通じた世代間格差の伝搬と防止のための政
策評価 
3) 資産格差班：長寿社会における資産格差
の現状とその影響 
4) 社会保障班：貧困と社会・経済の相互関
係 
5) 財政班：家計の消費・貯蓄・就業と税財
政制度 
 
４．これまでの成果 
長寿者社会と経済格差を分析するにあたり、

本研究の主たる研究リソースである「日本家
計パネル調査」に以下２点の改良を加えた。
第１点として、格差の世代間移転を分析する
ため、「家族票」の導入と「第二世代調査」
を実施した。格差の世代間移転を分析するた
めには、多世代に渡る家族の情報が必要であ
ると判断し、まずは、「日本家計パネル調査」
のなかに新たに「家族票」を導入し、調査対
象者の同居・非同居家族の情報を収集するこ
とを試みた。さらに、対象者の成人した同
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居・非同居の子どもを対象に「第二世代調査」
を実施し、本調査だけでは把握しにくい子ど
もの情報、具体的には教育・就業・所得・健
康・資産・意識などの詳細な情報について、
子ども本人から収集することにも成功した。
いずれもパネル調査であるため、親・本人・
子の三世代に渡る動学的な情報が収集でき
るようになった。 
第２点として、モジュール調査を活用して、

「日本家計パネル調査」の資産や、新技術の
利用、非認知能力に関する質問項目を追加し
た。これにより、相続により経済格差や長寿
社会における技術革新と経済格差の分析を
進めることが可能となった。 
「第二世代調査」は、わが国はではほとん

ど前例がない独創的な調査であり、各研究班
で、このデータを活用して格差の世代間移転
に関する研究を進めている。例えば、ワーク
ライフバランス班では、親子間での所得や健
康状態や生活習慣、ウェルビーイング、認知
能力や非認知能力などの相関を見ることで、
世代間での格差の連鎖の解明を試みている。
資産格差班では、親子間の資産移転の詳細な
研究、兄弟間の経済格差が居住や介護負担に
与える影響に関する分析などに着手した。 
新技術の利用に関するモジュール調査につ

いては、技術革新と労働市場との関係の重要
性を鑑み、新たに研究課題に加えた。新技術
の利用に関する前例のない情報を活用し、研
究を進めている。さらに、フランス EHESS（社
会科学高等研究院）と技術革新とウェルビー
イング・経済格差に関する共同研究もスター
トさせることができた。 
各研究班では、他にも様々なデータを用い

て、経済格差の世代間移転にかんする実証分
析を行ってきた。例えば、ワークライフバラ
ンス班では、「世代間移転と教育」「世代間移
転とウェルビーイング」などといったテーマ
で、関連する論文を 48 本（うち 15本は査読
付き）発表した。次世代育成班では、小中学
生を対象に、親世代における経済格差が教育
投資や子の学歴にどのような差をもたらす
かという視点から、7 つの研究課題を設け、
中国やアメリカと積極的に共同研究を進め
てきた。また、資産格差班では住宅や資産の
相続が子世代における富の蓄積や資産の格
差にどのような影響を与えているかに焦点
を当て分析を進め、これまでに、すでに 7本
の論文が国際ジャーナルに採択された。本研
究全体として、研究分担者らにより既に 33
本の国際的な学術雑誌への投稿を果たした。 
さらに、「日本家計パネル調査」のデータの

質の向上のため、サンプルバイアスを修正す
るウエイトの作成も完了させるとともに、
Luxemburg Income Study といった国際機関へ
のデータ提供などの国際連携により、「日本
家計パネル調査」の国際的プレゼンスを高め
ることもできた。 

５．今後の計画 
「第二世代調査」データに基づく経済格差

の世代間移転に関する分析を各班で積極的
に進め、長寿社会における機会の均等の保障
のための学術的知見や政策含意の導出を進
める。さらに、2020 年 2月に実施した第 2回
目の「第二世代調査」のデータクリーニング
を早急に進め、わが国では前例のない親・本
人・子の三世代に渡る動学的な情報を活用し、
独創的な研究や政策課題の分析への貢献を
実現していく。研究成果については、ディス
カッション・ペーパー、ワークショップの開
催により、外部にも広く発信し、引き続き国
際ジャーナルへの投稿も積極的に進める。 
また、モジュール調査で導入した新技術の

利用や非認知能力に関するデータに関して
は、研究分担者の研究蓄積をもとに、新規性
に富む研究を進めていく。このテーマでは、
フランス EHESS（社会科学高等研究院）との
共同研究も進めており、2021 年度に国際シン
ポジウムの開催を予定している。 
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